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宮崎県民健康・栄養調査の習慣的摂取量（複数日）調査の
評価に関する研究

南九州大学研報 49A: 27-32（2019）

算，技術を持った調査員等が必要であるため，たとえ
単日の調査であっても簡単には実施できない．さらに
平日と休日の食べ方には差が生じるため，その点にも
着目して土日を含んだ 4 日間の調査を実施するに至っ
た宮崎県民健康・栄養調査は，都道府県単位で実施す
る調査としては，先駆的な調査であり，得られたデー
タは貴重なものである．

本来，国民健康・栄養調査のような大規模なものを
除き，このような調査については， 1 日間では正しく
評価できない．その要因としては，調査結果の評価方
法があげられる．評価を行う際に使用する「日本人の
食事摂取基準2015年版」は，本来習慣的な摂取量とし
て定められたもの3）であり， 1 日間の調査結果の評価
にはそぐわないものである．このような要因から栄養
素の過不足の評価では，過大あるいは過小評価となり
集団を正しく評価できなかったことが既に報告されて
いる4）．したがって，複数日数の調査が望まれるが，

緒言

宮崎県は，平成23年度の宮崎県民健康・栄養調査を
実施するにあたり，これまでの単日の調査から土日を
含む 4 日間の調査に変更して実施した1, 2）．同様の調
査では，単日の調査が主流であり，平成22年度から平
成23年度に実施された全国の都道府県の調査を見て
も，複数日数で調査している県は宮崎県を含むわずか
4 県のみである．さらに，その内訳をみると，宮崎県
をのぞく長野県（平成22年度実施），埼玉県および熊
本県（平成23年度実施）の 3 県の調査期間は各々 2 日
間であり，宮崎県の調査期間が特に長いことが示され
た．

食事調査は，対象者の協力が前提であり，時間や予
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4 ．結果処理
1 ）栄養素等摂取量の算出

宮崎県県民健康・栄養調査システムを使用した．
平成23年度の結果入力と同時に栄養価算定された
ため，当時の基準であった「日本食品標準成分表
2010」で計算されている．

2 ）習慣的摂取量の算出
国立保健医療科学院の横山徹爾氏作成の「習慣

摂取量の分布推定 version 1. 2」5）を使用した．（図
1 ・図 2 ）

結　果

1 ．1日調査から複数日調査への変更

方　法

1 ．対象
平成23年度県民健康・栄養調査の一般調査対象者の

うち，食事データ複数日調査のベースとして無作為に，
3 地区各 2 名， 7 地区各 3 名， 4 地区各 4 名， 6 地区
各5名， 1 地区各 1 名， 1 地区 9 名，合計22地区88名
を抽出した．その食事データを元に解析した数は男性
426名（18～29歳27名，30～49歳102名，50～69歳157名，
70歳以上140名）女性506名（18～29歳26名，30～49歳
108名，50～69歳173名，70歳以上199名）である．

2 ．調査時期
平成23年度県民健康・栄養調査の 1 日の食事調査と

同時期の平成23年10月から11月の間で，土日を含む 4
日間とした．

3 ．調査方法
1 ）調査員が事前の説明会や訪問にて個別説明．
2 ）食物摂取状況調査票へ 4 日間の食事内容を記入．
　　（料理名，食品名，使用量，廃棄量）
3 ）対象者は食事調査日に合わせて，歩数計とライフ

レコーダーを装着．
4 ）デジタルカメラを貸出し，4日間の全食事を本人

が撮影．
5 ）食事内容の確認は，調査員である管理栄養士が身

体状況調査会場などで面接し，食物摂取状況調査
票と食事映像を照合し，重量の記録，食品や料理
名の記入漏れについて確認し，記録の正確さを担
保した．

複数日数の調査結果から習慣的な摂取量を出し，集団
における分布を算出するためには複雑な統計学的計算
が要求されるため，これまで都道府県レベルでは実現
できていなかったのが現状である．

しかし，平成22年に簡単な操作で習慣的摂取量等を
推定できるアプリケーションソフトウェアを国立保健
医療科学院の横山徹爾氏が開発された5）．このことに
より，今回，宮崎県民健康・栄養調査から習慣的摂取
量を出し食事摂取基準で評価し過不足者割合を出すこ
とを試みた．

今回の研究により，同じ属性を持つ集団においては
研究結果から出された「べき数」等を利用することに
よって 1 日の調査から習慣的摂取量を推定することが
可能になる．宮崎県の施策や県内市町村などが活用す
る県民の健康・栄養データが正しく判断され，より効
果的な事業等へとつながるよう報告する．　　

図1　「習慣摂取量の分布推定 version 1.2」の入力画面
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図2　「習慣摂取量の分布推定version 1.2」の結果表示例

表1　食物繊維のＤＧ未満の割合 表2　たんぱく質のEAR未満（不足者）の割合

表3　n-3系脂肪酸のＤＧ未満の割合 表4　ビタミンAのEAR未満（不足者）の割合

表5　ビタミンＥのAＩ未満（不足者）の割合 表6　ビタミンＫのAＩ未満（不足者）の割合

表7　ビタミンＢ1のEAR未満（不足者）の割合 表8　ビタミンＢ2のEAR未満（不足者）の割合

1 日調査を複数日調査にしたことで，ほとんどの都
道府県栄養調査では把握できていない「習慣的摂取量」

を出すことができ，食事摂取基準での評価を行うこと
ができた．これは，適切な評価を行えるという大きな
進歩であり，標準偏差の値も小さく1）なり，正確さが
向上した．

2 ．各栄養素の食事摂取基準での評価による過不足
者の割合（表 1 ～15）

食物繊維は生活習慣病の一次予防を目的として設定
された目標量（DG）未満がほとんどであるという結
果である．

たんぱく質は，ほぼ充足しており69歳以下の不足者
は0～3.7%である．しかし，70歳以上になると不足者
が男性15.7%，女性13.6%と急に増えている．国民健康・
栄養調査の摂取量と比較すると，男性の69歳までは全
国平均を上回るが，70歳以上では5g近くも下回る．女
性は全年齢で全国平均を下回っているという結果であ
る．

ビタミンAは，男性18～69歳では不足者が8~9割と
多く，男女全体を見ても半数は不足という結果である．

ビタミンEも不足者が多く全年齢区分で半数以上が
不足であり，特に男性30～49歳では92.2%が不足とい
う結果である．

ビタミンKは不足者が0～7.9%で，ほぼ充足という
結果である．
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ビタミンB1はエネルギー代謝に関与するビタミン
であり，不足者はエネルギー比で算出した．男性では
どの年代においても不足者が半数を超えていた．

ビタミンB2もエネルギー代謝に関与するビタミン
であり，不足者はエネルギー比から算出した．ビタミ
ンB1に比べると少ないが，18～29歳の3割に不足者が
見られた．

ナイアシンは全体的に不足者は少ないが，70歳以上
の男性で10.7%，女性は5.5%と他の年代と比べ多くな
る．

ビタミンB6は男性全年齢の不足者は20%代である
が，女性18～29歳の不足者は69.2%である．

ビタミンB12の不足者は女性18～49歳で2割弱見ら
れるが、その他の年齢階級では少ない．

葉酸の不足者は，全年齢で10%以下である．
鉄は女性18～29歳の不足者が96.2%，30～49歳の不

足者が75.0%と多い，
亜鉛でも全年齢で不足者が多く，男性30～49歳では

99%という結果であった．
カルシウム摂取量は少なく，不足者はどの年代で

も多く，特に男性18～29歳で100%，女性18～29歳が
92.3%という結果である．

表9　ナイアシンのEAR未満の割合 表10　ビタミンＢ6のEAR未満（不足者）の割合

表11　ビタミンＢ12のEAR未満（不足者）の割合 表12　葉酸のEAR未満（不足者）の割合

表13　鉄のEAR未満（不足者）の割合 表14　亜鉛のEAR未満（不足者）の割合

表15　カルシウムのEAR未満（不足者）の割合

3 ．習慣摂取量の分布推定により得られたデータ（表
16）

平成23年度宮崎県民健康・栄養調査のデータを使用
し「習慣摂取量の分布推定 version 1. 2」で計算した各
栄養素の「べき数」と「個人間/個人内分散比」は表
のとおりである．この数字を「習慣摂取量の分布推定 
version 1. 2」で指定することにより，他の 1 日調査か
ら習慣的摂取量を計算することはできるが，個人内変
動の値が同じ集団と仮定できる場合のみ有効である．

考　察

平成23年度に，宮崎県では先駆的に習慣的摂取量の
把握を行った．当時の宮崎県民健康・栄養調査のスー
パーバイザーである南九州大学の酒元教授の提案を受
け，筆者ら調査検討委員や保健所管理栄養士が計画変
更し実施した．これで，個人内変動（日間変動）によ
り，過不足者の割合が過大評価または過小評価されて
集団を正しく評価できないという問題を解決すること
ができた．

本来，日本人の食事摂取基準は「習慣的摂取量」で
検討されるべきものだが，宮崎県の過去の食事調査6，7）

をはじめ，ほとんどの都道府県や市町村の食事調査で
はそれができていない．正確な食事調査は予算が多く
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表16　習慣摂取量の分布推定により得られたデータ
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かかることもあり，必要な予算が準備できず，条件を
変えて実施せざるを得ないと考えられる．ただし，行
政のデータは，様々に活用されるので，不十分な評価
を行い公表することは避けなければならない．

習慣的摂取量を把握するためには，宮崎県のように
食事記録法の複数日調査を行うか，食物摂取頻度調査
等へ調査方法を変更するかのどちらかである．調査協
力率が下がることも統計上避けたいため，対象者の負
担を増やさないこと等の制限が，企画する側の悩みで
ある．

調査から得られた「べき数」等は，同様の集団であ
ると認められたデータに応用して， 1 日調査から習慣
的摂取量を計算させることができる．そのため，県内
の市町村等でも宮崎県民健康・栄養調査の数値と「習
慣摂取量の分布推定 version 1. 2」を使用することに
よって，それぞれの1日調査から習慣的摂取量を計算
させることができる．ただし，同様の集団と判断する
ことは難しいため，参考値として扱い，さらなる検証
が必要である．

今回の宮崎県民健康・栄養調査の習慣的摂取量は，
健康づくりデータとして，県計画や他でも多く活用さ
れている．正しい評価が行える調査へとレベルアップ
したことで，県内をはじめ，他都道府県の食事調査で
も参考にできるデータ提供になったと考える．宮崎県
は，次の平成28年度県民健康・栄養調査8）でも習慣的
摂取量の把握を行っているため，引き続き検討し，よ
り正確で正しく活用できるデータの確立を図りたい．

要　約

宮崎県は平成10年，平成16年に県民健康・栄養調査
を実施しており，その結果を「健康みやざき行動計画
21」などの施策として活用し，県民の健康づくり対策
の方向性を明らかにしている．栄養素摂取状態の評価
は，習慣的な摂取量でないと正確に行えず，過去多く
行われている 1 日のみの調査結果では，個人内変動（日
間変動）により，過不足者の割合が過大評価または過
小評価されて集団を正しく評価できない．

そこで，宮崎県は平成23年度の県民健康・栄養調査
から，土日を含む 4 日間調査を実施した．その結果か
ら国立保健医療科学院で開発公表されたアプリケー
ションソフトウェアを使用し，習慣的な摂取量の分布
を推定して，食事摂取基準を活用した集団の食事摂取
状態の評価を正しく行えるようになった．また，その
結果から得られたべき数等を用いて，他の 1 日調査か
らも習慣的摂取量が得られる可能性が出てきた．
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